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　昨年の「節税保険規制」、いわゆるバ
レンタインショック以降、顧問先への保
険提案に慎重さが目立つ。そんななか、
今般の新税制に対応し、膨大な保険商品
の中から提案したい商品を比較検討でき
る「L-navi」が話題を集めている。
　（株）スリー・エル（東京・中央区）が
販売する法人向け保険の比較システム
「L-navi」は、条件に合う商品を15秒で
表示し、比較推奨販売の証跡を残すこと
もできる保険提案のサポートツール。同
社は、2005年より全国有力な会計事務所
と提携し、顧問先（法人顧客）に対する
生命保険・損害保険を中心とした金融コ
ンサルティングや経営アドバイスを展開
している。会計事務所内に同社の支店を
開設し、保険募集業務を行っている点に
特徴がある。
　会計事務所が同社とタッグを組む理由
としては、最新の保険情報や幅広い保険
商品の中から顧客にベストな商品を提案
できる点にある。会計事務所が保険代理
店に登録し、税務・会計の本業を行いな
がら各保険会社商品の比較表や商品プラ
ンを作成するのは時間や労力がかかる
が、同社本部のサポートがあれば、負担
軽減や省力化などが図れ、また提携によ
る代理店手数料などのスケールメリット
を会計事務所側が享受できる。現在、全
国に48ヶ所ある支店のネットワークを活
かして販売実績に基づく成功事例をタイ
ムリーに発信し、一定レベルの保険募集
スキルを保っている。
　「L-navi」は、ネット環境があれば24時
間利用でき、顧客年齢や性別、保険種類
などを入力・選択するだけでスピーディ
に検索が可能で、保険料や解約返戻金な
ども表示される。検索結果はPDFとエクセ
ルでダウンロードでき、比較推奨販売の
証跡を残すツールとしても活用できる。
また、今回の新税制にも対応し、商品種
類の枠に捉われず解約返戻金率ごとの商

品検索ができる。現在は、生保・損保20
社の定期保険や逓増定期、終身などの保
険種類から検索が可能となっている。
提携先会計事務所でなくても、初期登録

費用22,000円、月額5,400円（税込、1ID）
で利用が可能で、「保険の提案準備を省力
化したいと考えている会計事務所にはぜひ
活用して欲しい」（スリー・エル小舘智宏
取締役・写真）としている。
　この法人向け保険比較システムは、保
険商品との係わりが僅かな会計事務所だ
と利用価値は少ないが、保険会社で募集
人を経験した会計事務所職員が在籍し、
10社以上の保険商品を取り扱う会計事務
所であれば、導入メリットを発揮すると
いう。
　今回の改正保険業法では、商品の提
示・推奨を適切に行うために、乗合代理
店は推奨の基準や記録、証跡の保存など
について一定のルールを設ける必要があ
る。つまり、どういう水準で保険を提案・
販売したかの根拠となる「比較推奨の証
跡保存」は、保険を扱う会計事務所に
とって、重要なポイントになる。
保険バレンタインショック以降、会計事

務所の保険販売に関する意識変化が顕著
になるなか、同社の提携先事務所でもそ
の対応如何で保険販売の実績に差が出て
いるという。同社本部から保険商品に関す
る最新情報や販売指針を提供している
が、「Ｌ-navi」販売責任者の中西政吾内
部監査室室長（写真）は、「全体の半分程
度の会計事務所が新しい販売方法に移行
しており、現状維持またはそれ以上の収
益を確保している」と話している。
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金融庁が包括的担保法制を検討
                     「事業性評価」の重要度増す

　そろそろ年末調整の準備を進める時期
に突入した会計業界。全国の税理士らに
よって設立された「会計事務所RPA研究
会株式会社」（代表取締役＝大城真哉税
理士）ではこのほど、年末調整の負荷軽
減を目的に、オンラインによる「会計事
務所生産性向上セミナー」を開催した。
　会計事務所の業務においては、いかに
紙からデジタル路線へ脱皮していくか
が、生産性向上の最大の鍵とも言われて
いる。しかも今年の年末調整は大きな変
更点がいくつかあり、さらに複雑となっ
ていることから、もはや紙ベースでの対
応は不可能に近いと言っても過言ではな
い。
　国税庁が取り組む年末調整電子化に対
応するためには、それなりの準備が必要
となる。しかし、いちど事務所の体制を
整えてしまえば、その後の年末調整の実
務は大幅に簡素化される。会計事務所に
とって、資料回収のデジタル化および処
理方法は大きなテーマだ。
　セミナーの第一部では、ライズサポー
ト税理士事務所（埼玉・さいたま市）の
武渕将弘税理士が、資料回収のデジタル
化に取り組み、3年間で時間単価を3倍に
高めることに成功した生産性向上の秘訣
を披露。実体験をもとに辿り着いた資料

回収の根本的な考え方をはじめ、具体的
なデータの受領方法や、実際に使われて
いる3種類のデータフォームも公開。武渕
氏は、生産性向上を狙うのであれば、①
統一されたデジタルフォームでの資料回
収を行う②資料回収のデジタル化を果た
した先にRPAロボットによる自動化業務
の促進③その結果、労働時間が減少し、
生産性アップが実現できるとし、業務フ
ローが重要なポイントと語った。それを
実行すれば「今年の年末調整業務は大き
な効果を感じることができるはず」（武
渕氏）。
　また第二部では、（株）RPAソリュー
ションズの野村紘太郎代表取締役が、
RPA自動化の動画を見せながら、具体的
にどの部分でどのように自動化できるの
か、そして、どれほどの効果や生産性が
期待できるのか等について解説した。
　なお、RPA研究会では現在、RPAを導
入するためのソフト「EzRobot」につい
て、利用したことのない会計事務所を対
象に、初月無料でRPAロボットを利用で
きる特典を用意。無料期間中にマンツー
マンで年末調整RPAロボットの導入サ
ポートも実施し、幅広く税理士ユーザー
を募っていくことにしている。

いこなせていない人が少なくないようで
す。たとえば出張中に取引先から「すぐに
見積書がほしい」という電話があっても、
パソコンが会社にあるため、会社に戻らな
いとメールが送れません。帰社は3日後の
金曜日の夜。帰ってすぐに送っても、相手
も会社でしかメールを見られなければ、
結局取引先に見積書が届くのは5日も後
になってしまいます。
　メール一つで、仕事を受注するチャンス
を失うことも十分にあり得ます。そうした
失敗が積み重なったときの会社の損失は
甚大なものになるでしょう。

DXは働き方を変える
　解決策は簡単です。ノートパソコンや
スマートフォンに、出先でも見られる
メーラー、たとえばGmail（ジーメール）
などのアカウントを入れておくだけで
ＯＫです。
　これで、出張が多くてもメールへの対
応が可能。たったこれだけでも、その会
社にとっては従来のＩＴ環境を変え、業
務をやりやすくし、働き方が変わった意
味ではＤＸになるのです。
（中小企業DX推進研究会『中小企業のDX
は会計事務所に頼め！』より抜粋編集）

　金融庁は融資先の事業全体の価値に対
して、包括的に担保権を設定できる新制
度の創設を目指す。実務面から可能性を
探る研究会も立ち上げ、法務省が検討す
る新たな担保法制の議論に反映させたい
としている。
　現在の担保権は「不動産担保」「売掛
債権担保」「経営者保証」など個別に設
定されるため、担保の範囲が狭いと言わ
れていることから、現行制度を改めて
「事業全体を包括的に担保設定する」こ
とで「事業キャッシュフロー」にフォー
カスし、担保資産に乏しい企業にも資金

調達の道を広げたい考え。
　新制度では「経営者保証は不要」とな
り、「事業再生時」に個別資産が処分さ
れるリスクを軽減できるメリットがあ
る。半面、事業資産を特定の銀行に担保
として差し出すことから、複数銀行の取
引にはマイナスとなるデメリットも起こ
うる。
　今後、制度の全容が明らかになるが、
コロナ禍の今こそ「事業性評価」が大切
となるだけに、税理士として「早期経営
改善計画業務」から目を逸らしていない
かを確認する必要性はありそうだ。
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メーラーの使いこなしで顧客満足度
ＵＰ
DXは中小のビジネスチャンス
　このところ、DX（デジタルトランス
フォーメーション）に注目が集まってい
ます。
　ＤＸとは、ビジネス用語としては「企
業がテクノロジーを利用して事業の業
績や対象範囲を根底から変化させる」と
いった意味合いで用いられます。
　資金力のある大企業のほとんどがＤ
Ｘに取り組んでいますが、遅れをとるま
いと中小でも迅速に取り組んでいると
ころがたくさんあります。デジタルコン
テンツを活用したマーケティング活動
と戦略次第では、中小でも大企業が独占
する市場シェアを奪うことが十分に可
能だからです。

メール一本をあなどるな
　では、ＤＸのいちばん分かりやすく身
近な例から紹介しましょう。それはメー
ラーです。ご存知の通り、コンピュータ
上で電子メールの管理や送受信を行え
るソフトウェアで、おそらく誰もが最も
頻繁に使うＩＴツールでしょう。
ところが意外とこのメーラーをうまく使


